












































（1）　Advisory Comm. on Civil Rules and Working Group on Mass Tort Litigation 10, 
reprinted without appendices in 187 F.R.D. 293, 300 （1999）. 大規模不法行為は概ね次
の３つに分類される。第１が大規模な事故（mass accident）であり、第２が製造
物の瑕疵（defect product）によるものであり、そして第３が有毒物質による環境
被害（toxic environmental tort）である。see, William B. Rubenstein, Alba Conte and 
Herbert B. Newberg, NEWBERG ON CLASS ACTIONS （4th ed.）§17:6（updated 2012）.
これらは個々に内容が異なるものであるが、被害の大規模性において共通してい
る。これらの概括的な内容については、see, Paul D. Rheingold, LITIGATING MASS 
TORT CASES § 1:3.（updated 2012）.
























（3）　Frrancis E. McGovern, An Analysis of Mass Torts for Judges, 73 TEX. L. REV. 1821, 
1827-38 （1995）.





























（6）　FED. R. CIV. PRO. Rule 23.　多くの州においても連邦民事訴訟規則に類似したクラス・ア
クションの規定をもつ。州法上のクラス・アクションについては、楪博行「州裁判所に
おけるクラスアクション」京都文教大学人間学研究所人間学研究８号91頁（2007）を参照。
























































（12）　28 U.S.C. § 1407（a）.
（13）　See, e.g., In re Swine Flu Immunization Prods. Liab. Litig., 446 F.Supp. 244, 246-47 
（J.P.M.L. 1978）.
（14）　28 U.S.C. § 1407（c）.









から訴えを原裁判所に再移送する権限をもつ（19）。1998年のLexecon Inc. v. 





（17）　Id. at 28 U.S.C. § 1407.




続に関わる訴訟代理人との間の情報伝達の手段となる。see, 8-42 MOORE’S FEDERAL 











経緯については、see, Paul D. Rheingold, supra note（1）at § 3:31. 尚、クラス・ア
クションにおける訴えの併合の後の先導代理人の活動については、see, Jill E. Fisch, 
Complex Litigation at the Millennium : Aggregation, Auctions, and Other Developments 
in the Selection of Lead Counsel under the PSLRA, 64 LAW & CONTEMP. PROB. 53（2001）. 
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（22）　MANNUAL FOR COMPLEX LITIGATION（FOURTH） § 20.133 （2004）.
（23）　民事訴訟の法廷は原告により選択されるため、原告は州裁判所にもまた連邦裁判
所にも訴えを提起することができる。異なる州の州民間の争訟は連邦裁判所が州籍
相違管轄権を有しているからである（28 U.S.C. § 1332.）。原告が州裁判所に提訴し
た場合に限って、当該州裁判所の所在地を管轄する連邦地方裁判所に移管（transfer）
する権限が被告に与えられている（28 U.S.C. § 1441.）。ただし、原告が連邦裁判所
を選択して訴えを提起した場合には、連邦裁判所から州裁判所に移管することはで
きない。この連邦裁判所から州裁判所への移管の法制度化を提言するのである。こ
れについては、see, George T. Conway Ⅲ, The Consolidation of Multistate Litigation in 
State Courts, 96 YALE L. J. 1099 （1987）.　尚、移管に関しては、前掲注（11）浅香吉
幹・30頁を参照。
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（J.P.M.L. 1973）.
（27）　In re Oil Spill by the “Amoco Cadiz” Off the coast of France on March 16, 1978, 471 F. 


























（28）　In re Air Crash Disaster at Sioux City, Iowa, 128 F.R.D. 131, 133 （J.P.M.L. 1989）.















（30）　Cal. Code Civi. Proc. § 404.
（31）　Id.　カリフォルニア州司法会議はカリフォルニア州の裁判所の政策決定機関であ
る。1926年にカリフォルニア州憲法第６条の第６項が追加されたことにより設立さ




（32）　Id. at § 404.1, 404.3.
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（36）　W. Va. R. C. P., Rule 42 （b）.
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（46）　Pa. R. C. P. No. 213 Rule 213 （a）.
（47）　Id. at Rule 213.1 （c）.
（48）　Ill. Supp. Ct. R. 384 （a）.
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（50）　Id. at R. 384 （b）.
























（52）　O. R. C. P. Rule 32K.（1）（b）.
（53）　Id.
（54）　22 N.Y.C.R.R. § 202.69（b）（1）.






















判官に任命された５名で構成される広域係属訴訟法廷（Judicial Panel on 
Multidistrict Litigation）が、複数の州裁判所に提起された訴えを特定の裁
判所に移送してプレ・トライアル手続の併合を決定する（63）。この決定手続
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（61）　Id. at § 202.69 （c）（3）.
（62）　Id. at § 202.69 （d）.
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（66）　Id. at Rule 2-327 （d）（2）.
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（72）　Coburn v. 4-R Corp., 77 F.R.D. 43 （E.D.Ky. 1977）.
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（76）　Schwarzer, supra note （71） at 1703.
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（85）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION （FOURTH） § 20.312 （2004）.
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（98）　151 CONG. REC. S 1229 （Hatch上院議員の発言）.
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しかし、原告は協働に消極的である。とりわけ原告代理人の間に利害対
立があり、そのため協働化が困難となるからである。さらに、訴えの併合
手続により訴訟の遅延化が発生することも考慮しなければならない。そこ
で、原告代理人間の利害対立と訴訟の遅延化を防止することにより協働化
は進展するはずである。和解を目的として、連邦裁判所を中心とした従前
の協働で示された方法に依拠しつつ、さらなる連邦と州裁判所での情報交
換を進展させることにより、このような問題に対処できるのではなかろう
か。
〈平成26年度科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）研究課題「私人による違法行為の抑止と
エンフォースメントの比較法的研究」（研究代表者：楪博行）課題番号25380127によ
る研究〉
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